
■ 一般会計の財政指標

■ 健全化判断比率（単位：％）
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政の健全度を測る四つの指標と公営企業（水道事業・
下水道事業）の資金不足比率について算定した結果を公表します。
　いずれかの指標が「早期健全化基準」以上になると、自主的な改善努力により財政健全化を図ることになります。ま
た、「財政再生基準」以上の指標がある場合は、いわゆる「財政破たん」とみなされ、国などの関与による財政再建に取り
組むことになります。
　令和２年度決算から算出した町の各指標は、いずれも基準値を大きく下回り、財政の健全性が維持されています。

※標準財政規模…地方公共団体の財政規模を比較するための数値として、地方税や地方交付税などの経常的に収入される
一般財源の額を、全国統一的な算式により算出したものです。使途が特定されない財源である一般財源の
大きさであり、基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となる数値です。

◎実質公債費比率
　数値が高いほど、公債費などによる財政負担の度合いが
高いと判断されます。利府町は基準（早期健全25.0%）
よりも大きく下回る7.2％にとどまっています。

◎将来負担比率
　数値が高いほど、将来的に財政が圧迫される可能性が
高いと判断されます。利府町は基準（早期健全350.0%)
よりも大きく下回る53.8％にとどまっています。
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区分 令和 2年度 令和元年度 令和元年度
県内市町村平均 指標の意味

財政力指数 0.84 0.85 0.69
財政上の能力を示す指数で、この指数が「1」に
近づくほど、自主財源の割合が高く、財政力が強
い自治体と言えます。

経常収支比率 89.2 88.0 97.0

扶助費、人件費、公債費のように毎年経常的に
支出される経費に、町税、地方交付税など使い
道が自由で毎年入ってくる財源がどの程度充てら
れているかを表しています。この比率が低いほど、
政策的に使える財源が多いと言えます。

区分 令和 2年度 令和元年度 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率
（標準財政規模（※）に対する一般会計などの

実質赤字額の割合）

－
（赤字額は発生
していません）

－
（赤字額は発生
していません）

14.07 20.0

連結実質赤字比率
（標準財政規模に対するすべての会計の
実質赤字額（または資金不足額）の割合）

－
（赤字額は発生
していません）

－
（赤字額は発生
していません）

19.07 30.0

実質公債費比率
（標準財政規規模などを基本とした額に対する実質的な

公債費（町の借金の返済金）に充てられた
一般財源の額の割合（3カ年平均値））

7.2 8.2 25.0 35.0

将来負担比率
（標準財政規模などを基本とした額に対する

一般会計などが将来負担すべき実質的な
負債額の割合）

53.8 33.6 350.0 －

資金不足率
（公営企業での資金不足額の

事業規模に対する割合）

－
（不足額は発生
していません）

－
（不足額は発生
していません）

区分 一般会計 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療 町営墓地
予算額 131億8,300万円 29億6,876万円 23億2,839万円 3億2,083万円 1,251万円
収入済額 54億5,251万円 13億953万円 9億7,963万円 1億2,357万円 640万円
収入率 41.4% 44.1% 42.1% 38.5% 51.2%
支出済額 51億3,261万円 12億9,231万円 9億1,636万円 1億1,312万円 343万円
支出率 38.9% 43.5% 39.4% 35.3% 27.4%

基金現在高 29億751万円 2億2,092万円 3億1,553万円 － 9,012万円
借入金現在高 141億4,022万円 － － － 7,975万円

区　分

水道事業会計

区　分

下水道事業会計
経営活動に伴う予算
（収益的なもの）

施設整備拡充のための
予算（資本的なもの）

経営活動に伴う予算
（収益的なもの）

施設整備拡充のための
予算（資本的なもの）

水道事業収益 資本的収入 下水道事業収益 資本的収入
予算額 10億6,645万円 1億38万円 予算額 12億4,932万円 6億7,643万円
収入済額 5億2,751万円 228万円 収入済額 5億8,844万円 1,000万円
収入率 49.5% 2.3% 収入率 47.1% 1.5%
区　分 水道事業費用 資本的支出 区　分 下水道事業費用 資本的支出

予算額 9億6,880万円 4億7,551万円 予算額 12億4,165万円 7億2,253万円
支出済額 3億9,490万円 1億5,719万円 支出済額 5億6,878万円 1億1,967万円
支出率 40.8% 33.1% 支出率 45.8% 16.6%

借入金現在高 16 億 9,049 万円 借入金現在高 27 億 8,849 万円

※特別会計とは…
特定の事業の歳入歳出を一般の歳入歳出と
区別して別に処理するための会計をいう。

「財政状況の公表に関する条例」に基づき、各年度の予算執行状況を6月と12月に公表しています。
※各項目の金額には、前年度からの繰り越し分が含まれています。

※企業会計とは…地方公営企業法の適用を受けて独立採算を行う会計をいう。

※資本的収支の不足額については、消費
税及び地方消費税資本的収支調整額
2,650万円、過年度分損益勘定保留資金
3億2,812万円で補てん。


